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２ 請求書等の保存 

 

（提供された適格請求書に係る電磁的記録の書面による保存） 

【答】  

ご質問の請求書の電子データのように、適格請求書に係る電磁的記録による提供を受けた場

合であっても、電磁的記録を整然とした形式及び明瞭な状態で出力した書面を保存することで、

仕入税額控除の適用に係る請求書等の保存要件を満たします（消規15の5②）。 

（参考） 令和３年度の税制改正により、電帳法において、所得税（源泉徴収に係る所得税を

除きます。）及び法人税の保存義務者については、令和４年１月１日以後行う電子取引

に係る電磁的記録を書面やマイクロフィルムに出力してその電磁的記録の保存に代え

られる措置が廃止されましたので、全ての電子取引の取引情報に係る電磁的記録を一

定の要件の下、保存しなければならないこととされました。 

なお、令和４年１月１日から令和５年12月31日までの間に電子取引を行う場合には、

授受した電磁的記録について要件に従って保存をすることができないことについて、

納税地等の所轄税務署長がやむを得ない事情があると認め、かつ、保存義務者が税務

調査等の際に、税務職員からの求めに応じ、その電磁的記録を整然とした形式及び明

瞭な状態で出力した書面の提示又は提出をすることができる場合には、その保存要件

にかかわらず電磁的記録の保存が可能となり、また、その電磁的記録の保存に代えて

その電磁的記録を出力することにより作成した書面による保存をすることも認められ

ます（この取扱いを受けるに当たり税務署への事前申請等の手続は必要ありません。）。 

また、令和６年１月１日以後に行う電子取引の取引情報については要件に従った電

子データの保存が必要（注）ですので、そのために必要な準備をお願いします。 

電帳法上の保存方法等については、国税庁ホームページに掲載されている、「電子帳

簿保存法取扱通達解説（趣旨説明）」や「電子帳簿保存法一問一答」を参考としてくだ

さい。 

（注） 令和５年度の税制改正により、令和６年１月１日以後に行う電子取引の取引

情報に係る電磁的記録の保存要件について見直しが行われました。令和５年度

の税制改正を反映した「電子帳簿保存法取扱通達解説（趣旨説明）」などについ

ては、国税庁ホームページに随時掲載していきます。 

（参考） 電子データの保存については、問102《提供を受けた適格請求書に係る電磁

的記録の保存方法》をご参照ください。 

  

問 85 当社は、取引先から請求書を電子データにより提供を受けました。これを出力して保存す

ることで、仕入税額控除の要件を満たしますか。 

なお、提供を受けた請求書データは、適格請求書の記載事項を満たしています。【令和５年

10 月改訂】 


